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『平成２３年実施の適性試験について（お知らせ）』 

 
本年５月２８日発表のとおり、平成２３年以降の法科大学院適性試験（法科大学院全国統一

適性試験）については、法科大学院協会、（公財）日弁連法務研究財団、（社）商事法務研究

会の三者によって「適性試験管理委員会」を組織して実施していくこととなりましたが、

このたび、当委員会において平成２３年に実施する試験の概要、試験日程、受験料等につ

いて協議いたしました結果、下記のとおり決定いたしました。 
 

記 
 

■試験日程 
平成２３年（２０１１年）の適性試験は、次のとおり２回実施する。 

第１回：平成２３年５月２９日（日） 
第２回：平成２３年６月１２日（日） 

※ 第１回、第２回とも、追試験は実施しない。 

※ ２回の試験は同質の試験であり、どちらか１回だけを受験しても、２回とも受験し

てもよい。 

 
■出願期間・成績表発送時期 

出 願 開 始：平成２３年３月１５日（火） 
出 願 締 切：平成２３年４月２０日（水） 
成績表発送：平成２３年７月中旬 
出 願 方 法：郵送、書店申込、インターネット出願、コンビニエンスストア端末出願 
※ 出願期間は第１回、第２回とも同一とするが、インターネット出願およびコンビニエ

ンスストア端末出願に限り、２回目の出願締切を平成２３年５月１６日（月）とする。 

※ 成績表の形状については、決まり次第公表する。 

※ 成績表は２回の試験結果を踏まえて等化を行った後に発送する。 

（等化：２つの同質の試験の結果を、共通の得点に変換して、比較可能にすること。） 

 



■試験概要 
出題形式・内容は、（公財）日弁連法務研究財団および（社）商事法務研究会が組織する

適性試験委員会が実施してきた「統一適性試験」が採る 4 部制（論理的判断力・分析的判

断力・長文読解力・表現力）を基本とする（平成 22 年（2010 年）に実施した「統一適性

試験」の試験問題については、（公財）日弁連法務研究財団ホームページを参照のこと

http://www.jlf.or.jp/tekisei/index.shtml）。 
第１回試験と第２回試験は同質の問題を出題することとし、受験者はどちらか１回、も

しくは２回とも受験することができる。 
２回の試験結果については、これまで、（公財）日弁連法務研究財団および（社）商事法

務研究会が組織する適性試験委員会が実施してきた「統一適性試験」と、大学入試センタ

ーが実施してきた「適性試験」の両試験結果間で行ってきた「対応づけ」に代わり、２回

の試験結果を「等化」することにより、比較可能な成績を受験者に通知する。 
２回の試験とも、全国１７地区の会場において実施する。 

 

「全国統一適性試験」の部構成・試験時間 

第１部：論理的判断力を測る問題（４０分間） 

第２部：分析的判断力を測る問題（４０分間） 

第３部：長文読解力を測る問題（４０分間） 

第４部：表現力を測る問題（４０分間） 

第１部から第３部は、多肢択一・マークシートによる試験。 

第４部は論述式試験。採点は各法科大学院の判断に委ねられている。 

 
■受験料 
各回それぞれ 15,750 円（税込） 
新しい法曹養成制度の中核として法科大学院が創設された当初（平成 15 年（2003 年））

と比して法科大学院入学志願者数が著しく減少している現状などに鑑み、今後、唯一の実

施機関として独立して適性試験を継続的・安定的に実施する観点から、受験料を上記のと

おりに設定する。 
 

■試験詳細について 
 適性試験の実施に関する詳細なスケジュールや成績表の形状などの概要が決まり次第、

ホームページ等において受験者や法科大学院関係者等に周知する。 
 

 
お問い合わせ先 

適性試験管理委員会事務局 

                             担当：大久保 

TEL 03(5614)6286 



参 考 
 

適性試験受験者数等の推移（参照：「法曹養成制度に関する検討ワーキングチームにおける検討結果」・独

立行政法人大学入試センターホームページ・公益財団法人日弁連法務研究財団ホームページ） 

※「JLF」：(公財)日弁連法務研究財団および(社)商事法務研究会が組織する適性試験委員会

が実施してきた「法科大学院統一適性試験」。 

「DNC」：大学入試センターが実施してきた「法科大学院適性試験」。 

※ DNC の受験者数には、追試験受験者を含む。なお，2003年については，志願者数に特例

措置志願者 8,049 人を含む。 

 

 
 

 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
J 
L 
F 

志願者数 20,043 13,993 10,725 12,433 11,945 9,930 8,547 7,820 
受験者数 18,355 12,249 9,617 11,213 10,798 8,940 7,737 7,066 

D
N
C 

志願者数 39,350 24,036 19,859 18,450 15,937 13,138 10,282 8,650 
受験者数 35,521 21,429 17,872 16,680 14,323 11,870 9,370 7,909 

法科大学院入学者  5,767 5,544 5,784 5,713 5,397 4,844 4,122 


